
流山市立おおぐろの森小学校 いじめ防止基本方針

流山市立おおぐろの森小学校は、「いじめ防止対策推進法」及び、「流山市いじめ防止

対策推進条例」「流山市いじめ防止基本方針」に基づいて、いじめ防止基本方針をここに

定める。

第１章 いじめの定義と基本方針
（１）いじめの定義

「いじめ」とは、児童等に対して、当該児童等が在籍する学校に在籍している

等当該児童等と一定の人的関係にある他の児童等が行う心理的又は物理的な影響

を与える行為（インターネットを通じて行われるものを含む）であって、当該行

為の対象となった児童等が心身の苦痛を感じているものをいう。

（いじめ防止対策推進法第２条第１号）

（２）いじめが解消された状態の定義

いじめの解消の要件

①いじめに係る行為が止んでいること

被害者に対する心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネットを通じ

て行われるものを含む。）が止んでいる状態が少なくとも３か月継続しているこ

と。ただし、いじめの被害の重大性等によっては、市教育委員会又は学校の判断

により、より長期の期間を設定する。教職員は、相当の期間が経過するまでは、

状況を注視し、期間が経過した段階で判断を行う。行為が止んでいない場合は、

改めて相当の期間を設定して状況を注視する。

②被害児童が心身の苦痛を感じていないこと

いじめに係る行為が止んでいるかどうかを判断する時点において、被害児童が

いじめの行為によりその心身の苦痛を感じていないと認められること。被害児童

及びその保護者に対し、心身の苦痛を感じていないかどうかを面談等により確認

する。

（流山市いじめ防止基本方針より）

（３）いじめ防止等対策の基本理念

いじめは、全ての児童に関係する問題であり、いじめの防止等の対策は、全ての児

童等が安心して学校生活を送ることができるよう、学校の内外を問わずいじめが行わ

れなくなるようにすることを旨として行われなければならない。

また、全ての児童等がいじめを行わず、いじめを認識しながら放置することがない

ように、いじめ防止等の対策は、いじめがいじめられた児童等の心身に深刻な影響を

及ぼす許されない行為であることについて、児童等が充分に理解できるようにするこ

とを旨としなければならない。加えて、いじめを受けた児童等及びいじめを受けた児

童等を助けようとした児童等の生命・心身を保護することが特に重要であることを認

識しつつ、市、学校、保護者、家庭、地域社会その他の関係者が相互に関わり、いじ

めのない環境をつくることを基本として行わなければならない。

個々の行為が、「いじめ」に当たるか否かの判断は、表面的・形式的にすることな

く、いじめられた児童等の立場に立つ。



（４）いじめ防止等の対策に向けた基本的な姿勢

・いじめは、児童からの自発的な訴えが寄せられにくく、発見が難しいという認識の下、

児童からの訴えを待つのではなく、小さなサインを見逃さず、児童生徒の声に耳を傾

け、真剣に受け止める姿勢を持つ。

・いじめの被害を訴える児童の救済を最優先に、初期段階から組織で対応し、専門職等

の知見も活用しながら、いじめを受けた児童生徒への支援といじめを行った児童への

指導・援助等を行う。

・対人関係や行動面、情緒面等における特性が被害・加害を問わずいじめに影響する可

能性があることを認識し、個々の児童の特性やニーズを理解しながら必要な配慮及び

支援を行う。

・いじめ対応に当たっては、被害・加害に関わらず、児童生徒の訴えや言い分に耳を傾

けるとともに、いじめの背景にある事情等にも目を向け、事実をしっかり把握した上

で対応し、児童の発達や成長を支援する。

・自他の意見の相違があっても、互いを認め合いながら建設的に調整し、解決していけ

る力や自分の言動が相手や周りにどのような影響を与えるかを判断して行動できる力

など、児童が円滑に他者とコミュニケーションを図る能力を育てる。

・いじめの対応には保護者との連携が不可欠であることを認識し、いじめを認知した際

には保護者の不安や心配に寄り添い、その意向を丁寧に聴きとり、誤解や認識の齟齬

が生じないよう、緊密な情報交換を心掛ける。

（５）こどもの権利擁護や意見を表明する機会の確保

・次代の社会を担う、全てのこどもが、生涯にわたる人格形成の基礎を築き、自立した

個人として等しく健やかに成長できるように努める。

・全てのこどもについて、その年齢及び発達の程度に応じて、自己に直接関係する全て

の事項に関して意見を表明する機会を確保するとともに、その意見が尊重され、その

最善の利益が優先して考慮されるように努める。

・大人の思い込みでこどもの心情を勝手に受け止めることがないように努める。

（こども基本法・生徒指導提要より）

第２章 学校の対策組織
（１）学校におけるいじめ防止等の対策のための組織の設置について

いじめ問題の取り組みにあたっては、学校長のリーダーシップのもとにいじめを根

絶するという強い意志を持ち、学校全体で組織的な取り組みを行う。本校では、いじ

め対策会議（生徒指導・特別支援部会：月に１回開催）で日常的な児童の諸問題や発

覚したいじめ、心の天気で雨や雷が続く児童について情報共有及び、対応の検討を行

う。重大事案の発生と学校長が判断した際には、「いじめ防止対策委員会」の組織を

至急招集する。また、必要に応じて市教育委員会に人材の派遣を要請する。

（２）生徒指導の組織及びいじめ防止対策推進委員会の役割

〇学校基本方針に基づく取り組みの実施や具体的な一年間の取り組みの検討や修正。

〇いじめに対する組織的対応の中核となる。

〇いじめの疑いに関する情報や児童の問題行動などに係る情報の収集と記録、共有を担

う。

〇いじめの相談窓口としての役割を担う。

〇いじめ事案の通報、実態の集計・市教育委員会への報告を行う。



（３）いじめ防止等の対策組織の構成

＜おおぐろの森小学校いじめ対策組織＞

いじめ対策会議（定期開催）

管理職（校長・教頭）、主幹教諭 事案に応じて招集する職員

生徒指導主任、副主任 当該学年主任

各学年の生徒指導・特別支援担当 関係職員 スクールカウンセラー

長欠担当、養護教諭

特別支援コーディネーター

※構成にあたっては、事案に応じて柔軟に職員を招集し、対応チームを編成する。

第３章 学校におけるいじめ防止等に関する措置
本校では、｢未来を創り出す児童の育成｣を学校教育目標とし、互いのよさを認め合

える、あたたかな心の育成のため、「迅速に・丁寧に・組織で」いじめ防止に取り組

む。

本校では、「未然防止」「早期発見」「早期対応」の３つに分けて諸課題に対応する。

（１）未然防止（課題予防的生徒指導）

いじめ問題において「いじめが起こらない学級・学校づくり」など、未然防止に取

り組むことが最も重要である。そのためには「いじめは、どの学級にも学校にも起こ

りうる」という認識を全ての教職員が持ち、好ましい人間関係を築き、豊かな心を育

てる「いじめを生まない雰囲気作り」に取り組む必要がある。

①規範意識の育成

学級活動や日常の指導を通して、自分の身の回りの整理整頓など、基本的な生活習

慣を身につけた児童の育成を図る。

②生徒指導の機能を活かした授業の実践

生徒指導提要で示されている共感的な人間関係を生み出すため、児童同士が互いの

考えを理解し、認め合う関わりを意図的に設定した授業づくりをすすめていく。

共感的な人間関係（生徒指導提要）とは…

・相手の気持ちや立場を理解しようとする

・互いの違いを認め合う

・安心して関わることができる関係

③命を大切にする教育

道徳や特別活動等を通じて、自他の生命を大切に思う心の育成を行う。また、学校

には、悩みをいつでも相談できる大人がいることや、相談箱があることを児童に周知

し、いつでも助けを求められる学校にしていく。

④いじめ防止に関する道徳等の授業の充実

年に１回以上、いじめ防止に関する道徳の授業を実施する。また、第５学年におい

ては、いじめ防止相談対策室によるいじめ防止の授業を実施し、思いやりや規範意識、

相手を尊重する大切さ等を身につけられるよう、社会とのかかわりに目を向けた学習

を促進する。また、自他の生命を大切にする心を養う学習の促進も行う。



⑤情報モラルの育成

年数回の生徒指導主任連絡協議会や、学校警察連絡協議会を通じて、市内の情報を

収集し、校内指導に活かす。またインターネットトラブル等に児童が遭わないために、

その危険性を啓発したり、情報端末の適切な取り扱い方を指導したり情報モラル教育

を行う。（講師による講話や、道徳や学級活動にての学習）更に、高学年には、相談

窓口周知を行う。

⑥子どもたちに寄り添った指導

毎朝児童が入力する、心の天気を活用し、雨や雷が続く児童やコメントが気になる

児童への声かけを行うなど、一人ひとりに寄り添った指導を行う。

⑦教職員の共通理解

いじめの防止や早期発見、適切な対処に対する研修や、体罰・不適切指導の研修、

職員会議における周知などを通して、教職員の共通理解を図る。

（２）早期発見

いじめは大人の目に付きにくい時間や場所で行われたり、遊びやふざけあいを装っ

て行われたりするなど、大人が気付きにくく判断しにくい形で行われることを認識し、

些細な兆候であってもいじめではないかとの疑いを持って、早い段階から的確に関わ

りを持ち、いじめを隠したり軽視したりすることなく、いじめを積極的に認識するこ

とが必要である。

①定期調査

・年間２回のいじめアンケート（家庭にて実施、保護者の確認後、学校へ提出）を行う。

※児童が回答したアンケートは、翌年度の４月１日から起算して５年間保存する。

アンケートは児童が書いたものをそのまま残し、書き込みは行わない。

・年間１回 ハラスメント等実態調査の実施する。

・年間２回 ３年生以上 WebQ-U（学級集団状況調査）の実施を行う。
②児童の様子・遅刻欠席状況の把握

・複数の職員により日常的に児童の様子を観察する。

・「心の天気」の時間を毎朝設定する。

・登校、授業中、休み時間等において、児童等の行動や人間関係を観察し、いじめの兆

候や児童生徒の発するサインを早期に発見できるように努める。これにより集まった

情報は、学校いじめ対策組織にて情報共有し、組織的な対応に繋げる。

・児童の遅刻や欠席が増えたり、続いたりした場合、児童本人や保護者から話を聞く。

・欠席が長引く場合には、早期に校内で話し合いを設け、対応を吟味する。

③教育相談

・児童及び保護者に対して、いじめの早期発見のために、相談体制を整備する。

・教職員と児童との信頼関係を深め、いつでもだれにでも相談してよいことを周知し、

児童等が安心して相談できる体制を整える。

・教育相談員や相談箱について周知する。

・毎月１回 教育相談日を設定し、保護者へ周知する。希望者に対しては、担任や教育

相談担当者が面談を行い、保護者と一緒に考える機会をもつ。

・教育相談担当や、特別支援教育を通じて、希望者には、スクールカウンセラーとの面

談を調整したり、協力・助言を得たりする。



・相談窓口を周知する。

おおぐろの森小学校 ☎０４－７１５９－１９００

流山市小中学生専用なやみホットライン ☎０４－７１５０－８０５５

２４時間子どもＳＯＳダイヤル ☎０１２０－０－７８３１０

子どもと親のサポートセンター ☎０１２０－４１５－４４６

子どもの人権１１０番 ☎０１２０－００７－１１０

千葉県警ヤングテレホン ☎０１２０－７８３－４９７

④インターネット上のいじめやトラブル

・児童の会話の中にネットトラブルを感じさせるものを担任が聞き取った場合、児童等

への聞き取りを行う。

・情報端末の使用に伴う危険性について児童等に周知する。

・長期休業前に「しおり」を通じて、児童及び保護者への注意喚起を行う。

・市教育委員会や流山警察と連携し、早期発見に努める。

（３）早期対応

いじめの兆候を発見した時は、問題を軽視することなく、早期に適切な対応をする

ことが大切である。いじめられている児童の苦痛を取り除くことを最優先に迅速な指

導を行い、解決に向けて一人で抱え込まず、学年及び学校全体で組織的に対応するこ

とが重要である。

①初期対応

いじめの情報が得られた場合、速やかに校長まで報告をあげ、対応策を協議し、対

応にあたる。なお、報告する内容については、「いつ、誰が、どこで、何を、どのよ

うに、誰に報告したか、その後どうなったか」を基本とする。

②いじめに対する措置

・いじめの情報をつかんだ場合、すみやかに事実の有無を加害者や被害者、周辺の児童

へ個別に確認する。

・いじめの事実が確認された場合、いじめをやめやせ、再発防止のため、いじめを受け

た児童・保護者に対する支援と、いじめを行った児童への指導とその保護者への報告

助言を継続的に行う。

・いじめを行った児童といじめを受けた児童の関係だけでなく、観衆や傍観者の存在に

も注意を向け、必要に応じて指導を行う。

・いじめを受けた児童・保護者と相談し、安心して教育が受けられる環境をつくる。場

合によっては、加害者・被害者児童において一定期間、集団での学習形態ではなく、

別室での個別学習等の特別な措置をとる。

・いじめの関係者間の争いを生じさせないよう、いじめに関する情報を関係保護者と共

有するための必要な管理措置を講ずる。

・犯罪行為として扱われるべきものと認める場合は、すみやかに教育委員会及び所轄警

察暑等と連携して対処する。



第４章 重大事態
（１）重大事態の定義

①いじめにより児童等の生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑いがあると

認めるとき。（ 生命心身財産重大事態 ）

・児童が自殺を企図した場合。 ・身体に重大な傷害を負った場合。

・金品等に重大な被害を被った場合。 ・精神性の疾患を発症した場合。

②いじめにより児童等が相当の期間学校を欠席することを余儀なくされている疑

いがあると認めるとき。（ 不登校重大事態 ）

・「相当の期間」の欠席について、国基本方針は、年間３０日を目安とするが、

一定期間連続して欠席しているような場合には、目安にかかわらず迅速に調

査に着手する。

いじめ防止対策推進法第２８条第１項

（２）児童生徒・保護者からの申立てがあった際の学校の対応について

児童・保護者からのいじめ重大事態の申立てがあった時は、重大事態が発生したも

のとして報告・調査に当たる。なお、学校がいじめの事実等を確認できていない場合

には、早期支援を行うため、必要に応じて事実関係の確認を行う。また、申立てに係

るいじめが起こり得ない状況であることが明確であるなど、法の要件に照らして重大

事態に当たらないことが明らかである場合を除き、重大事態調査を実施する。

（３）発生後の対応

重大事態が発生したときは、直ちに市教育委員会に一報を入れたうえ、速やかにい

じめの重大事態の認知に係る報告書を作成する。報告書は、市教育委員会を通じて市

長に提出し、速やかに学校又は市教育委員会が調査組織を設けて事実関係の調査を行

う。

この調査は、事案を解明することによってその事案への対処や再発防止を適切に行

うことを目的としたものであり、責任追及や裁判等への対応を目的としたものではな

いことに留意する。

学校と市教育委員会のどちらが調査を行うかは、市教育委員会が決定する。学校が

調査を行う場合は、学校いじめ対策組織を重大事態の調査組織とすることができる。

不登校重大事態については、原則として学校主体で調査を行う。特段の事情がある場

合を除いて、第三者を加えた調査組織となるよう努める。

調査を行うに際しては、対象児童や保護者に対して状況を随時丁寧に説明する。ま

た、重大事態の調査が終了していない段階においても、対象児童の安全を確保し、安

心して学習等の活動に取り組めるようにするための支援や対応を行う。調査結果は、

市教育委員会に報告し、市の公表方針に基づき公表される場合がある。



第６章 公表・点検等
（１）いじめ防止にかかわる校内研修の推進について

生徒指導・教育相談・道徳教育等、いじめの未然防止のための研修を計画的に行う。

教職員がいじめについての理解を深め、いじめを許さない姿勢を徹底し、いじめの未

然防止や早期発見、いじめへの対処を適切に行うことができるようにするため、いじ

め防止研修を実施する。また、教職員の不適切な認識や言動によって児童生徒を傷つ

けたり、いじめを助長したりすることがないように、体罰・不適切指導防止研修を実

施する。

（２）保護者、地域、関係機関との連携について

いじめ防止は、学校と保護者、地域、関係機関の連携が不可欠ととらえ、日頃から

情報の共有に努める。また、いじめに関する対応や方針について、必要に応じて学校

の考えや対応状況をわかりやすく説明し、理解と協力を得られるように努める。

（３）その他

なお、この方針は、今後、いじめ防止対策推進委員会で点検及び改善見直しを図っ

ていくとともに、国、県、市の方針の改訂を踏まえ、必要に応じて内容の改善を図る。

また、重大事案が発生した場合、調査結果等の公表については、市の定める方針に基

づき、個人情報に十分配慮する。

令和３年 ４月 １日 策定

令和４年 ４月 １日 改定

令和５年 ４月 １日 改定

令和６年 ４月 １日 改定

令和７年 ４月 １日 改定

令和７年 ９月 １日 一部修正

令和８年 ４月３０日 改定


